
半期報告書

 本書は、ＥＤＩＮＥＴ（Electronic Disclosure for Investors' NETwork）システ
ムを利用して金融庁に提出した半期報告書の記載事項を、紙媒体として作
成したものであります。

株式会社イーコンテクスト 
 
(941771)

2448/2008年



目        次 

【表紙】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   1 

第一部 【企業情報】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   2  

第１ 【企業の概況】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   2 

１ 【主要な経営指標等の推移】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   2  

２ 【事業の内容】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   3  

３ 【関係会社の状況】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   3  

４ 【従業員の状況】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   3  

第２ 【事業の状況】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   4 

１ 【業績等の概要】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   4  

２ 【生産、受注及び販売の状況】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   5  

３ 【対処すべき課題】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   5  

４ 【経営上の重要な契約等】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   5  

５ 【研究開発活動】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   5  

第３ 【設備の状況】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   6 

１ 【主要な設備の状況】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   6  

２ 【設備の新設、除却等の計画】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   6  

第４ 【提出会社の状況】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   7 

１ 【株式等の状況】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   7  

（１） 【株式の総数等】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   7 

① 【株式の総数】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   7 

② 【発行済株式】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   7 

（２） 【新株予約権等の状況】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   8 

（３） 【ライツプランの内容】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  10 

（４） 【発行済株式総数、資本金等の状況】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  10 

（５） 【大株主の状況】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  10 

（６） 【議決権の状況】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  11 

① 【発行済株式】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  11 

② 【自己株式等】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  11 

２ 【株価の推移】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  11  

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 ・・・・・・・・・・・・・・・・  11 

３ 【役員の状況】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  11  

第５ 【経理の状況】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  12 

【中間財務諸表等】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  13 

（１） 【中間財務諸表】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  13 

① 【中間貸借対照表】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  13 

2448/2008年



② 【中間損益計算書】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  15 

③ 【中間株主資本等変動計算書】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  16 

④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  18 

（２） 【その他】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  30 

第６ 【提出会社の参考情報】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  31 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  32  

監査報告書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  巻末 

2448/2008年



【表紙】 

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成20年３月14日 

【中間会計期間】 第９期中（自 平成19年７月１日 至 平成19年12月31日） 

【会社名】 株式会社イーコンテクスト 

【英訳名】 ECONTEXT,INC. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  佐武 利治 

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区渋谷三丁目９番９号 

【電話番号】 03-5464-6461 

【事務連絡者氏名】 取締役経営企画本部長  秦野 元秀 

【最寄りの連絡場所】 東京都渋谷区渋谷三丁目９番９号 

【電話番号】 03-5464-6461 

【事務連絡者氏名】 取締役経営企画本部長  秦野 元秀 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 

2448/2008年 -1- 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 
提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい
ては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 
３．持分法を適用した場合の投資利益については、子会社及び関連会社がありませんので記載しておりません。
４．当社は平成18年２月１日付で１株につき４株の株式分割を実施しております。 

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期 

会計期間 

自平成17年 
７月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成18年 
７月１日 
至平成18年 
12月31日 

自平成19年 
７月１日 
至平成19年 
12月31日 

自平成17年 
７月１日 
至平成18年 
６月30日 

自平成18年 
７月１日 
至平成19年 
６月30日 

売上高 （千円） 1,010,113 1,311,428 1,408,003 2,084,157 2,575,177 

経常利益 （千円） 251,363 374,615 336,327 542,321 659,427 

中間（当期）純利益 （千円） 371,346 219,555 198,458 630,623 398,372 

持分法を適用した場合の
投資利益 

（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 1,063,290 1,083,970 1,093,925 1,063,290 1,093,815 

発行済株式総数 （株） 20,202 83,816 85,264 80,808 85,248 

純資産額 （千円） 2,604,118 3,124,312 3,155,838 2,863,396 3,322,818 

総資産額 （千円） 7,632,582 9,474,587 9,656,285 7,155,982 9,395,649 

１株当たり純資産額 （円） 128,904.02 37,275.84 38,080.87 35,434.57 38,978.26 

１株当たり中間（当期）
純利益金額 

（円） 18,381.66 2,688.43 2,353.30 7,803.98 4,810.94 

潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益金
額 

（円） 17,240.17 2,550.53 2,327.25 7,320.76 4,626.42 

１株当たり配当額 （円） － － － － 800.00 

自己資本比率 （％） 34.1 33.0 32.7 40.0 35.4 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） 1,159,108 1,137,144 △943,652 928,144 1,776,918 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） △53,362 △87,589 △67,438 △431,951 △190,701 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） △22,721 41,360 △366,506 △22,721 60,133 

現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

（千円） 4,620,330 5,101,691 4,279,529 4,010,776 5,657,127 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人） 
23 
(1) 

21 
(3) 

23 
(2) 

22 
(1) 

23 
(3) 
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２【事業の内容】 
 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ
りません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 
 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 
(1）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2）労働組合の状況 
 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

a 平成19年12月31日現在

従業員数（人） 23(2)a 
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第２【事業の状況】 
１【業績等の概要】 
（１）業績 
当中間会計期間におけるわが国経済は、原油高や株価動向、米国の景気後退懸念などいくつかの不安要素はある

ものの、堅調な企業業績や個人消費に支えられ、概ね好調に推移いたしました。 

そのような中、当社は前期に引き続き決済・物流サービス（econtextゲートウェイ）事業の拡大を図るととも
に、新規事業の開発に注力いたしました。ゲートウェイサービスにおいては、大型顧客の新規開拓を推進するとと
もに、ビジネスパートナーとの提携も進め、より効率的な営業活動に注力いたしました。既存顧客における収益拡
大については、当社サービスのシェア向上を図るべくＩＣ型電子マネーによるモバイル決済の導入決定など新たな
サービスを開発、またより高い品質のサービスを提供するため、セキュリティの強化や回線の輻輳化、非常時にお
けるバックアップの強化など幅広くシステムを補強することで信頼度を高め、顧客との連携を深める戦略を展開い
たしました。新規事業開発においては、Ｅコマース（以下、「ＥＣ」）事業者の商流に深く入り込むことで様々な
提案を実現し、当社のプレゼンスを高めていくことで決済件数の増加を図る戦略や、従来のＥＣ事業者との取引
（Ｂ2Ｂ）の領域からその先に控える消費者の動向・趣向を捉え、当社サービスへの誘引を図る戦略（Ｂ2Ｂ2
Ｃ）、また海外の大手ＥＣ事業者を獲得するための方策など、当社の新たな収益源を確保すべく引き続き事業性の
検証を進めております。 
その結果、当中間会計期間における当社の提携サイト数は16,232サイト（前年同期比4,669サイト増）、取扱高 
50,136百万円（同6,933百万円増）、当中間会計期間における取扱件数は6,221千件（同863千件増）に拡大しまし
た。当中間会計期間の業績につきましては、売上高1,408百万円（前年同期比7.4％増）となりましたが、積極的な
広告宣伝活動を行った結果、販売費及び一般管理費全体で388百万円（同9.4％増）となり、営業利益336百万円
（同10.3％減）、経常利益は336百万円（同10.2％減）、中間純利益198百万円（同9.6％減）となりました。 

（２）キャッシュ・フロー 
当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、未収入金が前事業年度末に比べ増加
した等により、前事業年度末より1,377百万円減少し、4,279百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
当中間会計期間における営業活動による資金の減少は、943百万円となりました。これは、取扱高の増加により
預り金が484百万円増加する一方、当中間期末日が金融機関の休日にあたったことにより、一部未収入金の入金が
翌月に行われた結果、未収入金が1,681百万円増加したためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
当中間会計期間において投資活動に使用した資金は、67百万円となりました。これは、工具器具及び備品10百万
円ならびにソフトウェア56百万円の新規取得が主な要因です。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
当中間会計期間において財務活動に使用した資金は、366百万円となりました。これは、配当金の支払額66百万
円及び自己株式の取得299百万円が主な要因です。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 
(1)a生産実績 
該当事項はありません。 

(2)a受注状況 
econtextゲートウェイ（決済・物流サービス）については、利用件数に応じた料金を課金するサービスであり、
受注販売形態をとっておりません。また、システム開発受託・その他事業において受注販売形態をとっている事
業の受注状況は以下のとおりです。 

(3)a販売実績 
当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 
２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとお
りです。 

３【対処すべき課題】 
当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 
当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 
 該当事項はありません。 

事業部門 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

受注高（千円） 前年同期比 
（％） 

受注残高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

システム開発受託・その他事業 9,397 8.6 58 7.1 

事業部門別 
当中間会計期間 

（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前年同期比（％） 

econtextゲー
トウェイ 

決済サービス（千円） 1,311,322 113.6 

物流サービス（千円） 39,076 111.3 

小計 1,350,398 113.6 

システム開発受託・その他事業（千円） 57,604 47.1 

合計 1,408,003 107.4 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

ビットキャッシュ㈱ 415,724 31.7 328,081 23.3 

a㈱デジタルチェック 158,009 12.0 168,955 12.0 
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第３【設備の状況】 
１【主要な設備の状況】 
当中間会計期間においては、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 
当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ
ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 
①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年３月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使によ
り発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 291,232 

計 291,232 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成20年３月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 85,264 85,328 
大阪証券取引所 
（ヘラクレス） 

― 

計 85,264 85,328 ― ― 
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（２）【新株予約権等の状況】 
旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 
平成15年９月19日定時株主総会 

 （注）１．新株予約権の行使の条件 
(1)a新株予約権の割当てを受けた者は、新株予約権の行使時においても、当社または関係会社の取締役、監
査役、顧問または従業員であることを要する。 
尚、当社または関係会社の取締役、監査役を任期満了により退任した場合、従業員が定年若しくは会社
都合で退職した場合、その他取締役会で認めた場合はこの限りではない。 

(2)a新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。 
ただし、(3)に規定する新株予約権割当に関する契約に定める条件による。 

(3)a上記の他、権利行使の条件については、本総会及び平成16年８月26日に開催された取締役会における新
株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権割当ての対象となる当社及び関係会社の取
締役、監査役、顧問または従業員との間で個別に締結する新株予約権割当てに関する契約に定めるとこ
ろによる。 

２．各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額 
各新株予約権１個当たりの払込金額は金110,000円とする（以下「払込価額」という。）。 
なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合をおこなう場合は、次の算式により払込価額を調
整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行日後に、払込価額を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をおこなう場合
（新株予約権の行使の場合を除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の
端数は切り上げる。 

上記計算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し
た数とし、また、自己株式を処分する場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替える
ものとする。 

３．平成16年11月30日をもって１株につき２株の株式分割を、また平成18年２月１日をもって１株につき４株と
する株式分割を実施しております。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の
払込金額、発行価格及び資本組入額が調整されております。 

a 中間会計期間末現在 
（平成19年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成20年２月29日） 

新株予約権の数（個） 132 124 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―a ―a 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,056（注）３ 992（注）３ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 13,750（注）３ 13,750（注）３ 

新株予約権の行使期間 
平成18年９月20日から 
平成25年９月18日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   13,750 
資本組入額  a6,875 

（注）３ 

発行価格   13,750 
資本組入額  a6,875 

（注）３ 

新株予約権の行使の条件 （注）１ （注）１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するに
は取締役会の承認を必要
とする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ― 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割または併合の比率 

a a a a 
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数a×a１株当たりの払込金額 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
調整前払込価額 

既発行株式数a＋a新規発行株式数 
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a平成17年９月21日定時株主総会 

 （注）１．新株予約権の行使の条件 
(1)a新株予約権の割当てを受けた者は、新株予約権の行使時においても、当社または関係会社の取締役、監
査役、顧問または従業員であることを要する。 
尚、当社または関係会社の取締役、監査役を任期満了により退任した場合、従業員が定年若しくは会社
都合で退職した場合、その他取締役会で認めた場合はこの限りではない。 

(2)a新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。 
ただし、(3)に規定する新株予約権割当に関する契約に定める条件による。 

(3)a上記の他、権利行使の条件については、本総会及び平成18年1月24日に開催された取締役会における新
株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権割当ての対象となる当社及び関係会社の取
締役、監査役、顧問または従業員との間で個別に締結する新株予約権割当てに関する契約に定めるとこ
ろによる。 

２．各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額 
各新株予約権１個当たりの払込金額は金1,890,000円とする（以下「払込価額」という。）。 
なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合をおこなう場合は、次の算式により払込価額を調
整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行日後に、払込価額を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株
予約権の行使の場合を除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は
切り上げる。 

上記計算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し
た数とし、また、自己株式を処分する場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替える
ものとする。 

３．平成18年２月１日をもって株式１株を４株に分割しております。これにより、新株予約権の目的となる株式
の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本組入額が調整されております。 

a 中間会計期間末現在 
（平成19年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成20年２月29日） 

新株予約権の数（個） 156 156 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―a ―a 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 624（注）３ 624（注）３ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 472,500（注）３ 472,500（注）３ 

新株予約権の行使期間 
平成19年９月22日から 
平成24年９月21日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  472,500  
資本組入額 236,250 

（注）３ 

発行価格  472,500  
資本組入額 236,250 

（注）３ 

新株予約権の行使の条件 （注）１ （注）１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するに
は取締役会の承認を必要
とする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ― 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割または併合の比率 

a a a a 
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数a×a１株当たりの払込金額 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
新規株式発行前の１株当たりの時価 

既発行株式数a＋a新規発行株式数 
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（３）【ライツプランの内容】 
該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

a（注）１．新株予約権の行使による増加（普通株式16株）であります。 
２．平成20年１月１日から半期報告書提出日の前月末（平成20年２月29日）までの間に、新株予約権の行使によ
り、発行済株式総数が64株、資本金及び資本準備金がそれぞれ440千円増加しております。 

（５）【大株主の状況】 

（注）１．上記のほか、自己株式が2,392株あります。 
２．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有する株式は、全て信託業務に係るものであります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年７月1日～ 
平成19年12月31日a 

16 85,264 110 1,093,925 110 1,244,874 

a 平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

株式会社デジタルガレージ 東京都渋谷区富ヶ谷２丁目43番15号山崎ビル 37,757 44.28 

株式会社ジャストプランニング 東京都大田区西蒲田７丁目35－１宝栄ビル２F 3,172 3.72 

a株式会社ローソン a大阪府吹田市豊津町９番１号 2,918 3.42 

a株式会社日立システムアンド 
aサービス 

a東京都港区港南２丁目18番１号 1,880 2.20 

ＴＩＳ株式会社 大阪府吹田市江の木町11－30 1,800 2.11 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11番３号a 1,698 1.99 

有限会社ケィ・ガレージ 東京都渋谷区大山町18－７ 1,432 1.67 

下山 二郎 神奈川県川崎市 1,200 1.40 

株式会社日立製作所 
a（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行㈱） 

東京都千代田区丸の内1丁目番６番６号 
a(東京都中央区晴海１－８－12晴海アイランド
トリトンスクエアオフィスタワーＺ棟) 

1,156 1.35 

a林 郁 東京都渋谷区 1,120 1.31 

計 － 54,133 63.49 
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（６）【議決権の状況】 
①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 
【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

３【役員の状況】 
前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

a 平成19年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式aaaaa2,392 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  82,871 82,871 ― 

端株 普通株式    １  ― ― 

発行済株式総数 85,264 ― ― 

総株主の議決権 ― 82,871 ― 

a 平成19年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 所有者の住所 自己名義所有株

式数（株） 
他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社 
イーコンテクスト 

東京都渋谷区渋谷 
三丁目９番９号 

2,392 ― 2,392 2.80 

計 ― 2,392 ― 2,392 2.80 

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 154,000 137,000 98,300 165,000 153,000 152,000 

最低（円） 120,000 86,500 75,500 99,000 102,000 106,000 
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第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 
当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38
号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 
なお、前中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ
き、当中間会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて
作成しております。 

２．監査証明について 
当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日ま
で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平
成19年７月１日から平成19年12月31日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けてお
ります。 

３．中間連結財務諸表について 
当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 
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【中間財務諸表等】 
（１）【中間財務諸表】 
①【中間貸借対照表】 

a a 前中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年12月31日） 

前事業年度 
（平成19年６月30日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（資産の部） a a a     a a  

Ⅰ 流動資産 a a a     a a  

１ 現金及び預金 a a 5,101,691   2,042,396  a 5,657,127  

２ 金銭の信託 a a ―   2,237,132  a ―  

３ 未収入金 a a 3,682,323   4,748,733  a 3,065,164  

４ 未収手数料 a a 108,381   15,427  a 17,877  

５ 仕掛品 a a ―   ―  a 2,270  

６ 貯蔵品 a a 48   122  a 59  

７ 前渡金 a a 46,140   30,861  a 71,576  

８ 前払費用 a a 6,610   11,718  a 16,356  

９ 繰延税金資産 a a 7,917   12,178  a 16,871  

10 その他 a a 1,164   2,767  a 2,058  

11 貸倒引当金 a a △1,154   △1,218  a △929  

流動資産合計 a a 8,953,122 94.5  9,100,120 94.2 a 8,848,433 94.2 

Ⅱ 固定資産 a a a     a a  

１ 有形固定資産 a a a     a a  

(1)a建物付属設備 a 16,149 a  15,813   15,813 a  

減価償却累計額 a △569 15,580  △3,658 12,154  △2,232 13,581  

(2)a工具器具及び備品 a 47,426 a  65,543   55,369 a  

減価償却累計額 a △16,862 30,563  △31,115 34,427  △24,376 30,993  

有形固定資産合計 a a 46,143 0.5  46,582 0.5 a 44,574 0.5 

２ 無形固定資産 a a a     a a  

(1)a商標権 a a 2,177   1,857  a 1,922  

(2)aソフトウェア a a 395,151   369,669  a 367,237 
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a a 前中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年12月31日） 

前事業年度 
（平成19年６月30日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（負債の部） a a a     a a  

Ⅰ 流動負債 a a a     a a  

１ 未払金 a a 94,032   126,449  a 107,251  

２ 未払費用 a a 1,369   1,557  a 3,175  

３ 未払法人税等 a a 75,186   137,617  a 190,428  

４ 預り金 a a 3,069   5,922  a 8,989  

５ サイト預り金 a a 6,146,823   6,206,804  a 5,721,180  

６ その他 ※１ a 29,793   22,095  a 41,805  

流動負債合計 a a 6,350,275 67.0  6,500,447 67.3 a 6,072,830 64.6 

負債合計 a a 6,350,275 67.0  6,500,447 67.3 a 6,072,830 64.6 
a a a a     a a  
（純資産の部） a a a     a a  

Ⅰ 株主資本 a a a     a a  

１ 資本金 a a 1,083,970 11.5  1,093,925 11.3 a 1,093,815 11.6 

２ 資本剰余金 a a a     a a  

(1)a資本準備金 a 1,234,919 a  1,244,874   1,244,764 a  

資本剰余金合計 a a 1,234,919 13.0  1,244,874 12.9 a 1,244,764 13.3 

３ 利益剰余金 a a a     a a  

(1)aその他利益剰余金 a a a     a a  

繰越利益剰余金 a 805,423 a  1,114,500   984,239 a  

利益剰余金合計 a a 805,423 8.5  1,114,500 11.6 a 984,239 10.5 

４ 自己株式 a a ― ―  △297,461 △3.1 a ― ― 

株主資本合計 a a 3,124,312 33.0  3,155,838 32.7 a 3,322,818 35.4 

純資産合計 a a 3,124,312 33.0  3,155,838 32.7 a 3,322,818 35.4 

負債純資産合計 a a 9,474,587 100.0  9,656,285 100.0 a 9,395,649 100.0 

a a a a a a a a a a a
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②【中間損益計算書】 

a a 
前中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 百分比

（％） 金額（千円） 百分比
（％） 金額（千円） 百分比

（％） 

Ⅰ 売上高 a  1,311,428 100.0  1,408,003 100.0 a 2,575,177 100.0 

Ⅱ 売上原価 a  580,602 44.3  682,541 48.5 a 1,191,911 46.3 

売上総利益 a  730,826 55.7  725,461 51.5 a 1,383,265 53.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  355,524 27.1  388,985 27.6 a 723,914 28.1 

営業利益 a  375,302 28.6  336,475 23.9 a 659,351 25.6 

Ⅳ 営業外収益 a  a     a a  

１ 受取利息 a 215 a  1,512   1,138 a  

２ 雑収入 a 22 238 0.0 754 2,266 0.2 35 1,173 0.0 

Ⅴ 営業外費用 a  a     a a  

１ 支払利息 a 80 a  ―   80 a  

２ 株式交付費 a 844 a  ―   916 a  

３ 自己株式取得費用 a ― a  2,414   ― a  

４ 雑支出 a ― 924 0.0 ― 2,414 0.2 99 1,096 0.0 

経常利益 a  374,615 28.6  336,327 23.9 a 659,427 25.6 

Ⅵ 特別利益 a  a     a a  

１ その他 a 33 33 0.0 ― ― ― 33 33 0.0 

Ⅶ 特別損失 a  a     a a  

１ 固定資産除却損 ※２ 2,679 a  16   2,679 a  

２ 固定資産売却損 ※３ ― a  ―   55 a  

３ その他 a 55 2,734 0.2 ― 16 0.0 ― 2,734 0.1 

税引前中間（当
期）純利益 a  371,914 28.4  336,311 23.9 a 656,726 25.5 

法人税、住民税及
び事業税 a 70,328 a  133,160   185,277 a  

法人税等調整額 a 82,030 152,358 11.6 4,692 137,852 9.8 73,076 258,354 10.0 

中間（当期）純利
益 a  219,555 16.8  198,458 14.1 a 398,372 15.5 

a a  a     a a  
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③【中間株主資本等変動計算書】 
前中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間（自 平成19年７月１日 至 平成19年12月31日） 

a

株主資本 

純資産 
合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本準備金 

資本 
剰余金 
合計 

その他 
利益剰余金 利益 

剰余金 
合計 繰越利益 

剰余金 

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

1,063,290 1,214,239 1,214,239 585,867 585,867 2,863,396 2,863,396 

中間会計期間中の変動額 a a a a a a a

新株の発行 20,680 20,680 20,680 a a 41,360 41,360 

中間純利益 a a a 219,555 219,555 219,555 219,555 

中間会計期間中の変動額合計
（千円） 

20,680 20,680 20,680 219,555 219,555 260,915 260,915 

平成18年12月31日 残高 
（千円） 

1,083,970 1,234,919 1,234,919 805,423 805,423 3,124,312 3,124,312 

a

株主資本 

純資産 
合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本 合計 資本準備金 
資本 
剰余金 
合計 

その他 
利益剰余金 利益 

剰余金 
合計 繰越利益 

剰余金 

平成19年６月30日 残高 
（千円） 

1,093,815 1,244,764 1,244,764 984,239 984,239 ― 3,322,818 3,322,818 

中間会計期間中の変動額 a a a a a a a a

新株の発行 110 110 110 a a a 220 220 

剰余金の配当 a a a △68,198 △68,198 a △68,198 △68,198 

中間純利益 a a a 198,458 198,458 a 198,458 198,458 

自己株式の取得 a a a a a △297,461 △297,461 △297,461 

中間会計期間中の変動額合計
（千円） 

110 110 110 130,260 130,260 △297,461 △166,980 △166,980 

平成19年12月31日 残高 
（千円） 

1,093,925 1,244,874 1,244,874 1,114,500 1,114,500 △297,461 3,155,838 3,155,838 
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

a

株主資本 

純資産 
合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本準備金 

資本 
剰余金 
合計 

その他 
利益剰余金 利益 

剰余金 
合計 繰越利益 

剰余金 

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

1,063,290 1,214,239 1,214,239 585,867 585,867 2,863,396 2,863,396 

事業年度中の変動額 a a a a a a a

新株の発行 30,525 30,525 30,525 a a 61,050 61,050 

当期純利益 a a a 398,372 398,372 398,372 398,372 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

30,525 30,525 30,525 398,372 398,372 459,422 459,422 

平成19年６月30日 残高 
（千円） 

1,093,815 1,244,764 1,244,764 984,239 984,239 3,322,818 3,322,818 
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

a a 
前中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー a a a a 

税引前中間（当期）純利
益 a 371,914 336,311 656,726 

減価償却費 a 6,870 8,322 16,047 

長期前払費用償却費 a 1,398 4,553 4,857 

商標権償却費 a 234 261 490 

ソフトウェア償却費 a 52,967 55,108 108,200 

受取利息及び受取配当金 a △215 △1,512 △1,138 

支払利息 a 80 － 80 

有形固定資産の除売却損 a 2,734 16 2,734 

自己株式取得費用 a － 2,414 － 

未収入金の増減額
（△：増加） a △1,275,279 △1,681,119 △567,616 

たな卸資産の増減額
（△：増加） a △16 2,207 △2,298 

前渡金の増加額 
（△：増加） a 25,245 40,714 △190 

前払費用の増減額
（△：増加） a △1,390 4,637 △11,136 

未払金の増減額
（△：減少） a 34,566 16,547 61,715 

未払費用の増減額
（△：減少） a 75 △1,618 1,880 

預り金の増減額
（△：減少） a 1,927,782 484,533 1,505,497 

未払消費税の増減額
（△：減少） a 11,891 △21,686 26,464 

貸倒引当金の増減額
（△：減少） a 464 289 239 

その他 a △21,322 △10,162 △25,517 

小計 a 1,138,002 △760,180 1,777,038 

利息及び配当金の受取額 a 215 1,512 1,138 

利息の支払額 a △80 － △80 

法人税等の支払額 a △993 △184,985 △1,177 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー a 1,137,144 △943,652 1,776,918 

a
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a a 
前中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー a a a a 

有価証券の取得による
支出 a － － △60,000 

有形固定資産の取得に
よる支出 a △5,689 △10,614 △31,095 

有形固定資産の売却に
よる収入 a 178 － 178 

無形固定資産の取得に
よる支出 a △43,334 △56,168 △66,784 

その他 a △38,745 △655 △32,999 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー a △87,589 △67,438 △190,701 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー a a a a 

短期借入による収入 a 150,000 － 150,000 

短期借入金の返済による
支出 a △150,000 － △150,000 

株式の発行による収入 a 41,360 220 60,133 

自己株式の取得による支
出 a － △299,876 － 

配当金の支払額 a － △66,850 － 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー a 41,360 △366,506 60,133 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減
額（△：減少） a 1,090,914 △1,377,597 1,646,350 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 a 4,010,776 5,657,127 4,010,776 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 ※ 5,101,691 4,279,529 5,657,127 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

１ 有価証券の評価基準及び
評価方法 

― その他有価証券 
時価のないもの 
移動平均法による原価法を採
用しております。 

その他有価証券 
同左 

２ たな卸資産の評価基準及
び評価方法 

― ― 仕掛品 
個別法による原価法を採用して
おります。 

３ 固定資産の減価償却の方
法 

(1)a有形固定資産 
定率法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下の
とおりであります。 

(1)a有形固定資産 
定率法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下の
とおりであります。 

(1)a有形固定資産 
定率法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下の
とおりであります。 

a 建物（建物付属
設備） 

６年～16年

工具器具及び備
品 

２年～18年

（追加情報） 
法人税法改正に伴い、平成19年
３月31日以前に取得した資産に
ついては、改正前の法人税法に
基づく減価償却の方法の適用に
より取得原価の５％に到達した
事業年度の翌事業年度より、取
得価額の５％相当額と備忘価額
との差額を５年間にわたり均等
償却し、減価償却費に含めて計
上しております。 
なお当該変更に伴う影響額は軽
微であります。 

建物（建物附属
設備） 

６年～15年

工具器具及び備
品 

３年～15年

（会計方針の変更） 
法人税の改正に伴い、当事業
年度より、平成19年４月１日
以降に取得した有形固定資産
について、改正後の法人税法
に基づく減価償却の方法に変
更しております。 
この変更に伴う営業利益、経
常利益及び税引前当期純利益
に与える影響は軽微でありま
す。 

建物（建物附属
設備） 

６年～15年

工具器具及び備
品 

３年～15年

a (2)a無形固定資産 
定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウェ
アについては社内における利
用可能期間（５年）に基づい
ております。 

(2)a無形固定資産 
同左 

(2)a無形固定資産 
同左 

４ 繰延資産の処理方法 株式交付費 
支出時に全額費用処理しており
ます。 

株式交付費 
同左 

株式交付費 
同左 

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金 
債権の貸倒損失に備えるため、
一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を
計上しております。 

貸倒引当金 
同左 

貸倒引当金 
同左 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引については
通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっております。 

同左 同左 

７ 中間キャッシュ・フロー
計算書（キャッシュ・フ
ロー計算書）における資
金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預
金及び容易に換金可能であり、か
つ価値の変動について僅少なリス
クしか負わない取得日から３ヶ月
以内に償還期限の到来する短期投
資からなっております。 

同左 同左 

８ その他中間財務諸表（財
務諸表）作成のための基
本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 
同左 

消費税等の会計処理 
同左 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年12月31日） 

前事業年度 
（平成19年６月30日） 

※１ 消費税等の取扱い 
仮払消費税等及び仮受消費税等は、相
殺のうえ、金額的重要性が乏しいた
め、流動負債の「その他」に含めて表
示しております。 

※１       同左 ※１       ― 

前中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

※１ 減価償却実施額 
有形固定資産 6,870千円
無形固定資産 53,201千円

※１ 減価償却実施額 
有形固定資産 aa8,322千円
無形固定資産 aa55,370千円

※１ 減価償却実施額 
有形固定資産 aa16,047千円
無形固定資産 108,690千円

※２ 固定資産除却損2,679千円の内訳は、
以下の通りです。 
建物附属設備 2,252千円 
工具器具及び備品 426千円 

※３        ― 

※２ 固定資産除却損16千円の内訳は、以下
の通りです。 
工具器具備品 16千円 
a a 

※３        ― 

※２ 固定資産除却損2,679千円の内訳は、以
下の通りです。 
建物附属設備 2,252千円 
工具器具及び備品 426千円 

※３ 固定資産売却損55千円の内訳は、以下
の通りです。 
工具器具及び備品 55千円 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 
前中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の増加3,008株は、新株予約権の権利行使日（平成18年９月20日）が到来したことにより当中間
会計期間中に権利行使されたことによる増加であります。 

２．自己株式の種類及び株数に関する事項 
該当事項はありません。 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 
新株予約権を会社法施行日前に付与しておりますが、当中間会計期間の中間財務諸表等に与える影響はありま
せん。 

４．配当に関する事項 
剰余金の配当はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年７月１日 至 平成19年12月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の増加16株は、当中間会計期間中に新株予約権が権利行使されたことによる増加でありま
す。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加2,392株は、市場買付による増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 
新株予約権を会社法施行日前に付与しておりますが、当中間会計期間の中間財務諸表等に与える影響はありま
せん。 

３．配当に関する事項 
配当金支払額 

a

前事業年度末株式
数 
（株） 

当中間会計期間 
増加株式数（株） 

当中間会計期間 
減少株式数（株） 

当中間会計 
期間末株式数
（株） 

発行済株式 a a a a

普通株式（注） 80,808 3,008 ― 83,816 

合計 80,808 3,008 ― 83,816 

a

前事業年度末株式
数 
（株） 

当中間会計期間 
増加株式数（株） 

当中間会計期間 
減少株式数（株） 

当中間会計 
期間末株式数
（株） 

発行済株式 a a a a

普通株式（注）１ 85,248 16 ― 85,264 

合計 85,248 16 ― 85,264 

自己株式 a a a a

普通株式（注）２ ― 2,392 ― 2,392 

合計 ― 2,392 ― 2,392 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年９月21日 
定時株主総会 

普通株式 68,198 800.0 平成19年６月30日 平成19年９月25日
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前事業年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の増加4,440株は、新株予約権の権利行使日（平成18年９月20日）が到来したことにより、当
事業年度に権利行使されたことによる増加であります。 

２．自己株式の種類及び株数に関する事項 
該当事項はありません。 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 
新株予約権を会社法施行日前に付与しておりますが、当事業年度の財務諸表等に与える影響はありません。 

４．配当に関する事項 
基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 
次のとおり、決議を予定しております。 

a
前期末株式数 
（株） 

当期増加株式数 
（株） 

当期減少株式数 
（株） 

当期末株式数
（株） 

発行済株式 a a a a

普通株式（注） 80,808 4,440 ― 85,248 

合計 80,808 4,440 ― 85,248 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年９月21日 
定時株主総会 

普通株式 68,198 利益剰余金 800.0 平成19年６月30日 平成19年９月25日
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中
間貸借対照表に掲記されている科目の金
額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中
間貸借対照表に掲記されている科目の金
額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関
係 

平成18年12月31日現在 平成19年12月31日現在 平成19年６月30日現在 
現金及び預金 5,101,691千円

現金及び現金同等物 5,101,691千円

現金及び預金 
金銭の信託 

a2,042,396千円
2,237,132千円

現金及び現金同等物 a4,279,529千円

現金及び預金 5,657,127千円

現金及び現金同等物 5,657,127千円

前中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

リース物件の所有者が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引 
（借主側） 
①リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額、減損損失累計額相当額及び中
間期末残高相当額 

リース物件の所有者が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引 
（借主側） 
①リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額、減損損失累計額相当額及び中
間期末残高相当額 

リース物件の所有者が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引 
（借主側） 
①リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額、減損損失累計額相当額及び期
末残高相当額 

a
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

工具器具及
び備品 81,073 41,611 39,461 

ソフトウェ
ア 267,948 231,261 36,687 

合計 349,021 272,872 76,149 

a
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

工具器具及
び備品 65,016 39,226 25,789 

ソフトウェ
ア 101,720 89,659 12,060 

合計 166,736 128,886 37,849 

a
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具及
び備品 65,016 32,725 32,291 

ソフトウェ
ア 101,720 80,526 21,193 

合計 166,736 113,251 53,485 

②未経過リース料中間期末残高相当額等 
未経過リース料中間期末残高相当額 

②未経過リース料中間期末残高相当額等 
未経過リース料中間期末残高相当額 

②未経過リース料期末残高相当額等 
未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 39,762千円
１年超 39,538千円

合計 79,300千円

１年以内 21,811千円
１年超 17,726千円

合計 39,538千円

１年以内 28,766千円
１年超 aaaaaa26,917千円

合計 55,683千円
③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩
額、減価償却費相当額、支払利息相当額及
び減損損失 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩
額、減価償却費相当額、支払利息相当額及
び減損損失 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩
額、減価償却費相当額、支払利息相当額及
び減損損失 

支払リース料 40,059千円
減価償却費相当額 36,720千円
支払利息相当額 1,633千円

支払リース料 16,835千円
減価償却費相当額 15,635千円
支払利息相当額 689千円

支払リース料 64,635千円
減価償却費相当額 59,384千円
支払利息相当額 2,593千円

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方
法 
減価償却費相当額の算定方法 
・リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法によっております。 

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方
法 
減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方
法 
減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 
・リース料総額とリース物件の取得価額相
当額との差額を利息相当額とし、各期へ
の配分方法については、利息法によって
おります。 

利息相当額の算定方法 
同左 

利息相当額の算定方法 
同左 

（減損損失について） 
リース資産に配分された減損損失はありま
せん。 

（減損損失について） 
同左 

（減損損失について） 
同左 
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（有価証券関係） 
前中間会計期間末（平成18年12月31日） 
該当事項はありません。 

当中間会計期間末（平成19年12月31日） 
時価評価されていない主な有価証券の内容 

前事業年度末（平成19年６月30日） 
時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ関係） 
前中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 
デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年７月１日 至 平成19年12月31日） 
デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 
デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

a 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 a

非上場株式 60,000 

a 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 a

非上場株式 60,000 
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（ストック・オプション等関係） 
前中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 
１．ストック・オプションにかかる当中間会計期間における費用計上額及び科目名 
該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年７月１日 至 平成19年12月31日） 
１．ストック・オプションにかかる当中間会計期間における費用計上額及び科目名 
該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 
１．ストック・オプションにかかる当事業年度における費用計上額及び科目名 
該当事項はありません。 

２．当事業年度において存在したストック・オプションの内容 

（注）１．権利行使条件は以下のとおりです。 
①新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時においても、当社または当社の関係会社の取
締役、監査役、顧問または従業員であることを要する。 
②新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、③に規定する新
株予約権に関する契約に定める条件による。 
③上記の他、権利行使の条件については、当社と本新株予約権割当の対象となる当社及び当社の関係
会社の取締役、監査役、顧問または従業員との間で個別に契約する新株予約権割当に関する契約に
定めるところによる。 

a 平成15年ストック・オプション平成16年ストック・オプション平成18年ストック・オプション 

付与対象者の区分 
及び人数 

当社の顧問  １名 
当社の取締役、監査役、従業
員及び顧問  28名a 

当社の取締役、監査役、従業
員  29名 

株式の種類別のスト
ック・オプションの
付与数 

普通株式 1,200株 普通株式 4,376株 普通株式 800株 

付与日 平成15年９月19日 平成16年８月26日a 平成18年１月24日a 

権利確定条件 付与されておりませんa 同左a 同左a 

a権利行使の条件 （注）１ 同左 同左a 

対象勤務期間 定めがありませんa 同左 同左 

権利行使期間 
自 平成18年９月20日 
至 平成25年９月18日 

自 平成18年９月20日 
至 平成25年９月18日 

自 平成19年９月22日 
至 平成24年９月21日 

権利行使価格(円） 13,750 13,750 472,500 

付与日における公正
な評価単価(円) 

― ― ― 
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（持分法損益等） 
前中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 
子会社及び関連会社がありませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年７月１日 至 平成19年12月31日） 
子会社及び関連会社がありませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 
子会社及び関連会社がありませんので、該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、
以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

１株当たり純資産額 a37,275円84銭

１株当たり中間純
利益金額 2,688円43銭

１株当たり純資産額 38,080円87銭

１株当たり中間純
利益金額 2,353円30銭

１株当たり純資産額 38,978円26銭

１株当たり当期純
利益金額 4,810円94銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利益
金額        2,550円53銭 
当社は、平成18年２月１日付で株式１
株につき４株の株式分割を行っており
ます。 
なお、当該株式分割が前期首に行われ
たと仮定した場合の前中間会計期間に
おける１株当たり情報については、以
下のとおりとなります。 
１株当たり純資産額  32,226円00銭 
１株当たり中間純利益金額 
           a4,595円42銭 
潜在株式調整後１株当たり中間純利益
金額 

a4,310円04銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益
金額     aaa a2,327円25銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額       a 4,626円42銭 

a 
前中間会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額 a a a

中間（当期）純利益（千円） 219,555 198,458 398,372 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

219,555 198,458 398,372 

普通株式の期中平均株式数（株） 81,667 84,332 82,806 

a a a a

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額 

a a a

中間（当期）純利益調整額（千円） ― ― ― 

普通株式増加数（株） 4,415 944 3,303 

（うち新株予約権） （4,415） （944）a （3,303）a 

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間（当期）純利益
の算定に含めなかった潜在株式の概要
（株式数換算） 

平成17年９月21日定時
株主総会決議及び平成
18年１月24日取締役会
決議による第３回新株
予約権792株 

平成17年９月21日定時
株主総会決議及び平成
18年１月24日取締役会
決議による第３回新株
予約権624株 

平成17年９月21日定時
株主総会決議及び平成
18年１月24日取締役会
決議による第３回新株
予約権692株 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

a該当事項はありません。 同左 （自己株式の取得） 
当社は、平成19年９月10日開催の取
締役会において、会社法第165条第
３項の規定により読み替えて適用さ
れる同法第156条の規定に基づき、
自己株式を取得することを決議いた
しました。当該決議の内容は以下の
通りであります。 

①取得を行う理由 
経営環境の変化に対応した機動
的な資本政策を遂行するため 

②取得の方法 
市場買付 

③取得する株式の種類 
当社普通株式 

④取得する株式の総数 
3,000株（上限） 

⑤取得価額の総額 
300百万円（上限） 

⑥取得する期間 
平成19年９月13日から平成19
年11月30日まで 
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（２）【その他】 
 該当事項はありません。 

2448/2008年 -30- 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 
(1）有価証券報告書及びその添付書類 
 事業年度（第８期）（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日）平成19年９月21日関東財務局長に提出。

(2）自己株券買付状況報告書 
 報告期間（自 平成19年９月13日 至 平成19年９月30日）平成19年10月９日関東財務局長に提出 

(3）自己株券買付状況報告書 
 報告期間（自 平成19年10月１日 至 平成19年10月31日）平成19年11月８日関東財務局長に提出 

(4）自己株券買付状況報告書 
 報告期間（自 平成19年11月１日 至 平成19年11月30日）平成19年12月３日関東財務局長に提出 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

a 平成19年３月15日 

株式会社イーコンテクスト a

a 取締役会 御中 a a a

a 新日本監査法人 a

a
指定社員 
業務執行社員 

a 公認会計士 湯本 堅司  印 

a
指定社員 
業務執行社員 

a 公認会計士 松尾 浩明  印 

a当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

イーコンテクストの平成18年7月1日から平成19年6月30日までの第8期事業年度の中間会計期間（平成18年7月1日から平成

18年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び

中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社イーコンテクストの平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年

7月1日から平成18年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。a  

a会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上a 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており 
 ます。  
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独立監査人の中間監査報告書 

a 平成20年３月14日 

株式会社イーコンテクスト a

a 取締役会 御中 a a a

a 新日本監査法人 a

a
指定社員 
業務執行社員 

a 公認会計士 湯本 堅司  印 

a
指定社員 
業務執行社員 

a 公認会計士 久保 英治  印 

a当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社イーコンテクストの平成19年7月1日から平成20年6月30日までの第9期事業年度の中間会計期間（平成19年7月1日

から平成19年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計

算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社イーコンテクストの平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年

7月1日から平成19年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。a  

a会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上a 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており 
 ます。  
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